
 

 

 

2022年 5月 11日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 関 西 フ ー ド マ ー ケ ッ ト 

代表者名 代表取締役社長  林  克 弘 

証券コード 9919（東証スタンダード）  

問合せ先 取締役 経営企画室長 渡 邊  学 

TEL 072－744－5701  

URL h t t p s : / /w w w .k an s a i - fo o dm a rk e t . c o . j p / 

 

 

資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少 

並びに剰余金の処分に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年 5 月 11 日開催の取締役会において、下記のとおり資本金、資本準備金及び利益準備金

の額の減少並びに剰余金の処分について、2022年 6月 21日開催予定の当社第 63期定時株主総会に付議す

ることを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１，資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分の目的 

 2022年 2月 1日のＫＳ分割準備株式会社（現・株式会社関西スーパーマーケット）との会社分割に伴い

生じた繰越利益剰余金の欠損を補填し財務体質の健全化を図るとともに、今後の柔軟かつ機動的な資本政

策を可能とすることを目的に実施するものです。 

具体的には、会社法第４４７条第１項及び第４４８条第１項の規定に基づき、資本金、資本準備金及び

利益準備金の額の減少を行ったうえ、会社法第４５２条の規定に基づき、別途積立金を全額取り崩し、繰

越利益剰余金を増加させるとともに、資本金及び資本準備金の額の減少によって増加させたその他資本剰

余金の一部を振り替え、繰越利益剰余金の欠損を補填するものであります。 

なお、本件は、貸借対照表の純資産の部における勘定科目の振替処理に関するものであり、当社の純資

産額に変更はありません。また、発行済み株式総数の変更はありません。 

 

２．資本金の額の減少の要領 

（１）減少する資本金の額  

   資本金の額 9,862,933,871円を 9,762,933,871円減少し、100,000,000円といたします。 

 

（２）資本金の額の減少の方法 

   発行済み株式総数の変更は行わず、減少する資本金の額の全額をその他資本剰余金に振り替えます。 

 

３．資本準備金の額の減少の要領 

（１）減少する資本準備金の額  

   資本準備金の額 41,987,819,903円を 41,887,819,903円減少し、100,000,000円といたします。 

 



 

 

 

（２）資本準備金の額の減少の方法 

   減少する資本準備金の額の全額をその他資本剰余金に振り替えます。 

 

４．利益準備金の額の減少の要領 

（１）減少する利益準備金の額  

   利益準備金の額 584,878,000円を 584,878,000円減少し、0円といたします。 

 

（２）利益準備金の額の減少の方法 

   減少する利益準備金の全額を繰越利益剰余金に振り替えます。 

 

５．剰余金の処分の要領 

（１）剰余金の項目別の増減 

① 減少する剰余金の項目及び金額 

     別 途 積 立 金    7,100,000,000円 

     その他資本剰余金  18,811,059,869円 

    ② 増加する剰余金の項目及び金額 

     繰越利益剰余金   25,911,059,869円 

   ③ 増減後の剰余金の項目及び残高 

     その他資本剰余金  32,839,693,905円 

     別 途 積 立 金          0円 

     繰越利益剰余金          0円 

 

（２）剰余金の処分の要領 

会社法第452条の規定に基づき別途積立金の全額を取り崩し、繰越利益剰余金を増加させるとともに、

その他資本剰余金の一部を減少して繰越利益剰余金に振り替えることで、上記４の利益準備金からの振

替とあわせ、当社の個別財務諸表上の繰越欠損を全額解消いたします。 

 

６．日程 

 （１） 取 締 役 会 決 議 日  2022年 5月 11日 

 （２） 債権者異議申述公告日  2022年 5月 13日（予定） 

 （３） 債権者異議申述最終期日 2022年 6月 13日（予定） 

 （４） 株 主 総 会 決 議 日  2022年 6月 21日（予定） 

 （５） 効  力  発  生  日   2022年 6月 21日（予定） 

 

７．今後の見通し 

本件は、貸借対照表の純資産の部における勘定科目の振替処理であり、当社の純資産の額の変動はな

く、業績に与える影響はございません。 

なお、上記内容につきましては、2022年 6月 21日開催予定の定時株主総会において承認可決される

ことを条件としております。 

以 上 


